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１．問題と目的
　幼稚園や保育所における障害児保育の歴史は古
く、昭和60年代から障害児を受け入れた保育実践が
報告されている（水野，2012；澤田，2009；末次，
2011）。昭和49（1974）年には、厚生省から「障害児
保育事業実施要綱」を含む通知「障害児保育事業の
実施について」が出され、文部省からは「心身障害
児幼稚園助成事業補助金交付要綱」と「私立幼稚園
特殊教育費国庫補助金制度」が出され、幼稚園と保
育所における障害児保育は国の事業となった。
　その後、幼稚園でも保育所でも障害児の受け入れ
が拡大していった。例えば、厚生労働省の会議資
料（厚生労働省，2010，2015）によれば、特別児童
扶養手当対象児を受け入れた保育所数と受け入れ児
童数は、平成６（1994）年度4,381か所（6,373人）、
平成16（2004）年度7,200か所（10,428人）、平成26
（2014）年7,260か所（10,719人）と増加傾向にある。
平成６年から平成26年までの20年間で、受け入れ保
育所数、受け入れ児童数とも約1.7倍に増加してい
る。また近年は、発達障害や障害の診断を受けてい
ない特別な配慮を要する幼児に注目されている（例
えば、松下・田中，2014；佐藤・七木田，2013）。
これらの幼児を含めた幼稚園での在籍状況につい
て、佐久間・田部・高橋（2011）は公立幼稚園を対
象に調査を行い、その結果、平成21（2009）年に44
都道府県の公立幼稚園273園から回答を得、214園
（85.6％）に在籍が認められ、そのうち障害の診断
のある幼児の割合は39％であった。
　昭和49（1974）年の「障害児保育事業実施要綱」
では、「一般の幼児とともに集団保育する」とされ、
以来、国の事業としての幼稚園や保育所における障
害児の教育・保育は、原則として「一般の幼児とと
もに集団保育する」形態であり、当時の障害児通園
施設や特殊教育諸学校幼稚部における障害幼児集団
による教育・保育とは異なる形で進められてきてい
る。現在においても学校教育法上、幼稚園には特別
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支援学級は設置できないとされている（学校教育法
第81条２項）。これらのことから、幼稚園と保育所
における障害児の教育・保育は、一般の幼児と同じ
場で行われることを原則としており、教育・保育の
場としてはインクルーシブ教育・保育であると考え
ることができる（石井，2013）。
　従来の統合保育とインクルーシブ保育の違いにつ
いて、山本・山根（2006）は「これまでの統合保育は、
「障害のある子ども」と「障害のない子ども」とい
うように二元的に論じられてきた。一方、インクルー
シブ保育は最初から障害の有無を前提とせず、すべ
ての子どもを対象とし、一人一人が異なることを踏
まえ、そのニーズに応じた保育を行なうことを意味
しており、一元的に論じられるものである。ニーズ
に応じるということは、単に多様な子どもが同じ環
境に置かれるのではなく、子どもそれぞれに適切な
サポートを伴わせることを意味している。」ことを
指摘している。さらに浜谷（2014）は幼児期のイン
クルージョンの基本的要件として、「どの子どもも
人権が尊重されている。子どもは主要な活動におい
て、子ども間でも、子ども・保育者間でも、つながっ
ている。どの子どもも、主要な活動に参加している。
子どもそれぞれの多様性・複数性が前提とされて活
動が創られている」ことを挙げている。
　現在、わが国では共生社会の実現を目指したイン
クルーシブ教育システム構築に向けて、特別支援教
育の拡充をはじめとした様々な施策が実施されてい
る（中央教育審議会初等中等教育分科会，2012）。
先述のように幼稚園や保育所でのインクルーシブ環
境での障害児教育・保育実践の歴史は古く、これま
でもその有効性を高めるための様々な検討がなされ
てきた（松原，2010；園山，1994）。集団の中での
障害を有する幼児への具体的な個別的・計画的支援
として、金・園山（2010）は幼稚園の通常の活動を
障害児のニーズに合わせて改変し、それぞれの場面
ごとに特別な支援手続きを明確にした「埋め込まれ
た学習機会の活用」を実践している。
　本論文では、これまでに策定・改訂されてきた「幼
稚園教育要領」と「保育所保育指針」を中心に、平
成26年に策定された「幼保連携型認定こども園教育・
保育要領」を加えて分析対象とし、障害に関連して
どのような記載がなされているかを整理し、幼児期
におけるインクルーシブ教育・保育に関係する基本
的配慮等について考察することを目的とした。国立
情報学研究所のCiNiiで検索したところ、幼稚園教
育要領と保育所保育指針の記載内容の変遷を考察し
た論文はいくつかあったが（例えば、高橋，2015；
余公，2010）、障害に関するものは見当たらなかった。
２．方法
１）分析対象
（1）幼稚園教育要領
　文部省（現・文部科学省）により初めて「幼稚園
教育要領」として策定された昭和31年版、及びそれ
以降の改訂版である昭和39年版、平成元年版、平成
10年版、平成20年版を分析対象とした。
（2）保育所保育指針
　厚生省（現・厚生労働省）により初めて「保育所
保育指針」として策定された昭和40年版、及びそれ
以降の改訂版である昭和39年版、平成２年版、平成
11年版、平成20年版を分析対象とした。
（3）幼保連携型認定こども園教育・保育要領
　内閣府・文部科学省・厚生労働省により初めて「幼
保連携型認定こども園教育・保育要領」として策定
された平成26年版を分析対象とした。
２）分析方法
　各年度版について、著者２名の協議によって「障
害」に関連すると判断された記述を抜粋した。
３．結果
　「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携
型認定こども園教育・保育要領」の各年版について、
「障害」に関連すると判断された記載を抜粋し、表
１にまとめた1）。
１）幼稚園教育要領について
　最初に策定された昭和31年版には、障害に関連す
る記載は見られなかった。昭和39年版では、「問題
行動」「身体虚弱」「知恵遅れ」のある幼児が取り上
げられているが、原因究明、適切な指導、専門家へ
の相談であった。平成元年版では、「家庭・専門機
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関との連携」「集団の中で生活」「障害の種類、程度
への配慮」が新たに記載された。平成10年版では「特
に留意する事項」として２項目が記載され、新たに
「盲学校、聾学校、養護学校等の障害のある幼児と
の交流の機会」が記載された。平成20年版では、「特
別支援学校などの助言または援助の活用」「関係機
関と連携した支援のための計画を個別の作成」「計
画的・組織的な実施」などが新たに記載された。
２）保育所保育指針について
　最初に策定された昭和40年版では、「問題行動」「心
身の発達に軽度の遅滞」のある子ともについて、専
門家の助言を受けるなどの適切な指導について記載
された。その他に、「運動機能の発達の遅れ」「精神
発達の遅れ」「身体的欠陥」「虚弱」が取り上げられ
ている。平成２年版では、「発達の遅れ」等につい
て個々の子どもの発達の特性や課題に十分留意する
ことが記載された。また、初めて「障害児に対する
保育」の項目が設けられ、柔軟な保育や家庭・主治
医・専門機関との連携、保護者の障害に関する正し
い認識などが明記された。平成11年版では、「障害
のある子どもを受け入れる教育機関等との連携を図
り、障害のある幼児・児童との交流の機会」が新た
に記載された。また障害児通園施設などとの併行通
園に関する記載もなされた。そして「虐待などへの
対応」が項目として新たに加えられた。平成20年版
では、「障害のある子どもの保育」として特に留意
すべき事項が（ア）から（エ）の４項目に整理され、「家
庭や関係機関と連携した支援のための計画の個別の
作成」「保護者との相互理解」等が新たに記載された。
また嚥下の困難などから、特に食育についての記載
がなされた。さらに保護者への支援が明記された。
３）幼保連携型認定こども園教育・保育要領について
　平成26年版で、障害に関連した食育における配慮、
保護者への支援の他、「特別支援学校などの助言や
援助の活用」「計画的・組織的な実施」「障害のある
子どもとの活動を共にする機会」が明記された。そ
の他に、「特別に配慮を要する園児」の記載がなされ、
障害だけでなく健康状態や発達の状況、家庭環境等
から特別な配慮を要する園児一人一人の状況把握や
専門機関との連携などが記載された。
表１「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型認定
こども園教育・保育要領」における障害に関連する記載
 （下線は著者）
幼稚園教育要領
昭和31（1956）年　策定 　記載なし
昭和39（1964）年　改訂・告示
第３章　指導および指導計画作成上の留意事項
 １ 指導上の一般的留意事項
  （3） 幼児の個人的特徴や生活環境などを観察し、調査してよく
これを理解し、その行動や態度などを適切に指導すること。
特に問題行動のある幼児、身体の虚弱な幼児、知恵の遅れた
幼児などに対しては、その原因を究明し、適切な指導を加え、
また、必要に応じて専門家に相談して適切に取り扱うように
すること。
平成元（1989）年　改訂・告示
第３章　指導計画作成上の留意事項
 ２ 特に留意する事項
  （5） 心身に障害のある幼児の指導に当たっては、家庭及び専門
機関との連携を図りながら、集団の中で生活することを通し
て全体的な発達を促すとともに、障害の種類、程度に応じて
適切に配慮すること。
平成10（1998）年　改訂・告示
第３章　指導計画作成上の留意事項
 ２ 特に留意する事項
  （2） 障害のある幼児の指導に当たっては、家庭及び専門機関と
の連携を図りながら、集団の中で生活することを通して全体
的な発達を促すとともに、障害の種類、程度に応じて適切に
配慮すること。
  （3） 幼児の社会性や豊かな人間性をはぐくむため、地域や幼稚
園の実態等により、盲学校、聾（ろう）学校、養護学校等の
障害のある幼児との交流の機会を積極的に設けるよう配慮す
ること。
平成20（2008）年　改訂・告示
第３章 指導計画及び教育課程に係る教育時間の終了後等に行う
教育活動などの留意事項
 ２ 特に留意する事項
  （2） 障害のある幼児の指導に当たっては、集団の中で生活する
ことを通して全体的な発達を促していくことに配慮し、特別
支援学校などの助言又は援助を活用しつつ、例えば指導につ
いての計画又は家庭や医療、福祉などの業務を行う関係機関
と連携した支援のための計画を個別に作成することなどによ
り、個々の幼児の障害の状態などに応じた指導内容や指導方
法の工夫を計画的、組織的に行うこと。
  （3） 幼児の社会性や豊かな人間性をはぐくむため、地域や幼稚
園の実態等により、特別支援学校などの障害のある幼児との
活動を共にする機会を積極的に設けるよう配慮すること。
保育所保育指針
昭和40（1965）年　刊行
第１章　総則
　３．指導の基本方針
　　＜問題行動のある子ども＞
 （11） 集団生活その他の面で特に問題行動のある場合には、所長
と相談し、必要に応じて専門家の助言を受けるなど適切な指
導が行なえるようにすること。この場合、問題行動の有無の
判定については、特に慎重に配慮すること。その他心身の発
達に軽度の遅滞のある子どもが入所した場合においても、こ
れに準じて指導すること。
第２章　子どもの発達上の特性
　１．身体的生活
  （2） 運動機能の発達
　　（略）平均より早く発達する子どもは、一応心身に障害のな
い子どもをみなすことができるが、例外もある。また、運動
機能の発達に遅れを示す子どもは、精神発達に遅れや何らか
の身体的欠陥をもっていることもあるので精密検査を必要と
する場合もあるが、発達の個人差による場合も少なくない。
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第11章　保健、安全管理上の留意事項
　１．保健管理上の留意事項
  （3） 健康診断に関すること
　　オ．定期健康診断につきそい、その結果を記録し、医師によっ
て指摘された障害を家庭に連絡して治療をすすめ、また、
保育にあたって注意することを守る。
  （6） その他
　　ア．虚弱児に対しては、それぞれの虚弱の程度や性質に応じ
て、所長と協議し、健康管理および指導上特に留意する。
平成２（1990）年　改訂・通達
第２章　子どもの発達
　３．子どもの生活と発達の援助
　　　また、様々な条件により、子どもに発達の遅れや保育所の生
活に慣れにくい状態がみられても、その子どもなりの努力が
行われているので、その努力を評価して、各年齢別の発達の
一般的な特徴を押しつけることなく、個々の子どもの発達の
特性や発達の課題に十分に留意して保育を行う必要がある。
第11章　保育の計画作成上の留意事項
  （6） 障害児に対する保育については、個々の子どもの発達や障
害の状態を把握し、適切な環境のもとで他の子どもとの生活
を通して、両者がともに健全な発達が図られるように努める
こと。
　　　また、特に指導を要する子どもについては、指導計画の展
開にとらわれることなく柔軟に保育すること。
　　　これらの子どもを保育するに際しては、家庭との連携を一
層密にし、必要に応じて専門機関からの助言を受けるなど適
切に対応すること。
第12章　健康・安全に関する留意事項
 ５．障害児に対する保育
　　　個々の障害の種類、程度に応じた保育ができるように配慮
し、家庭、主治医、専門機関との連携を密にする。また、他
の子どもや保護者に対して、障害に関する正しい認識ができ
るように指導する。
平成11（1999）年　改訂・通達
第２章　子どもの発達
　３　子どもの生活と発達の援助
　　　また、様々な条件により、子どもに発達の遅れや保育所の
生活に慣れにくい状態がみられても、その子どもなりの努力
が行われているので、その努力を評価して、各年齢別の発達
の一般的な特徴を押しつけることなく、一人一人の子どもの
発達の特性や発達の課題に十分に留意して保育を行う必要が
ある。
第11章　保育の計画作成上の留意事項
　９　障害のある子どもの保育
　　　障害のある子どもに対する保育については、一人一人の子
どもの発達や障害の状態を把握し、指導計画の中に位置づけ
て、適切な環境の下で他の子どもとの生活を通して、両者が
共に健全な発達が図られるように努めること。
　　　この際、保育の展開に当たっては、その子どもの発達の状
況や日々の状態によっては指導計画にとらわれず、柔軟に保
育することや職員の連携体制の中で個別の関わりが十分とれ
るようにすること。また、家庭との連携を密にし、親の思い
を受け止め、必要に応じて専門機関からの助言を受けるなど
適切に対応すること。
第12章　健康・安全に関する留意事項
　７　虐待などへの対応
  （1） 虐待の疑いのある子どもの早期発見と子どもやその家族に
対する適切な対応は、子どもの生命の危険、心身の障害の発
生の防止につながる重要な保育活動と言える。
イ　虐待が疑われる子どもでは、次のような心身の状態が認めら
れることがある。発達障害や栄養障害、体に不自然な傷・皮
下出血・骨折・やけどなどの所見、脅えた表情・暗い表情・
極端に落ち着きがない・激しいい癇癪・笑いが少ない・泣き
やすいなどの情緒面の問題、言語の遅れが見られるなどの発
達の障害、言葉が少ない・多動・不活発・乱暴で攻撃的な行
動、衣服の着脱を嫌う、食欲不振・極端な偏食・拒食・過食
などの食事上の問題が認められることもある。
第13章　保育所における子育て支援及び職員の研修など
　今日、社会、地域から求められている保育所の機能や役割は、
保育所の通常業務である保育の充実に加え、さらに一層広がりつ
つある。通常業務である保育においては、障害児保育、延長保育、
夜間保育などの充実が求められている。
　１入所児童の多様な保育ニーズへの対応
　　（1）障害のある子どもの保育
　　　　　障害のある子どもの保育に当たっては、一人一人の障
害の種類、程度に応じた保育ができるように配慮し、家
庭、主治医や専門機関との連携を密にするとともに、必
要に応じて専門機関からの助言を受けるなど適切に対応
する。
　　　　　また、地域の障害のある子どもを受け入れる教育機関
等との連携を図り、教育相談や助言を得たり、障害のあ
る幼児・児童との交流の機会を設けるよう配慮する。な
お、他の子どもや保護者に対して、障害に関する正しい
認識ができるように指導する。
　　　　　さらに、保育所に入所している障害のある子どものた
めに必要とされる場合には、障害児通園施設などへの通
所について考慮し、両者の適切な連携を図る。
　　（3）特別な配慮を必要とする子どもと保護者への対応
　　　　　保育所に入所している子どもに、虐待などが疑われる
状況が見られる場合には、保育所長及び関係職員間で十
分に事例検討を行い、支援的環境の下で必要な助言を行
う。
　　　　　また、子どもの権利侵害に関わる重大な兆候や事実が
明らかに見られる場合には、迅速に児童相談所など関係
機関に連絡し、連携して援助に当たる。保護者への援助
に当たっては、育児負担の軽減など保護者の子育てを支
援する姿勢を維持するとともに、その心理的社会的背景
の理解にも努めることが重要である。
平成20（2008）年　改訂・告示
第２章　子どもの発達
　２　発達過程
　　　子どもの発達過程は、おおむね次に示す八つの区分として
とらえられる。ただし、この区分は、同年齢の子どもの均一
的な発達の基準ではなく、一人一人の子どもの発達過程とし
てとらえるべきものである。また、様々な条件により、子ど
もに発達上の課題や保育所の生活になじみにくいなどの状態
が見られても、保育士等は、子ども自身の力を十分に認め、
一人一人の発達過程や心身の状態に応じた適切な援助及び環
境構成を行うことが重要である。
第４章　保育の計画及び評価
　１　保育の計画
  （3） 指導計画の作成上、特に留意すべき事項
　　ウ　障害のある子どもの保育
　　 （ア）  障害のある子どもの保育については、一人一人の子ど
もの発達過程や障害の状態を把握し、適切な環境の下で、
障害のある子どもが他の子どもとの生活を通して共に成
長できるよう、指導計画の中に位置付けること。また、
子どもの状況に応じた保育を実施する観点から、家庭や
関係機関と連携した支援のための計画を個別に作成する
など適切な対応を図ること。
　　 （イ）  保育の展開に当たっては、その子どもの発達の状況や
日々の状態によっては、指導計画にとらわれず、柔軟に
保育したり、職員の連携体制の中で個別の関わりが十分
行えるようにすること。
　　 （ウ）  家庭との連携を密にし、保護者との相互理解を図りな
がら、適切に対応すること。
　　 （エ）  専門機関との連携を図り、必要に応じて助言等を得る
こと。
第５章　健康及び安全
　３　食育の推進
  （4） 体調不良、食物アレルギー、障害のある子どもなど、一人
一人の子どもの心身の状態等に応じ、嘱託医、かかりつけ医
等の指示や協力の下に適切に対応すること。栄養士が配置さ
れている場合は、専門性を生かした対応を図ること。
第６章　保護者に対する支援
　２　保育所に入所している子どもの保護者に対する支援
園山繁樹　藤原あや：幼児期のインクルーシブ教育・保育に関する一考察 －225－
  （4） 子どもに障害や発達上の課題が見られる場合には、市町村
や関係機関と連携及び協力を図りつつ、保護者に対する個別
の支援を行うよう努めること。
幼保連携型認定こども園教育・保育要領
平成26（2014）年　制定・告示
第１章　総 則
　第３　幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事項
　　５　園児の健康及び安全は、園児の生命の保持と健やかな生
活の基本であることから、次の事項に留意するものとする。
 　　  （3）食育の推進
　　　　エ　体調不良、食物アレルギー、障害のある園児など、
園児一人一人の心身の状態等に応じ、学校医、かかり
つけ医等の指示や協力の下に適切に対応すること。栄
養教諭や栄養士等が配置されている場合は、専門性を
生かした対応を図ること。
　　６　保護者に対する子育ての支援に当たっては、この章の第
１に示す幼保連携型認定こども園における教育及び保育の
基本及び目標を踏まえ、子どもに対する学校としての教育
及び児童福祉施設としての保育並びに保護者に対する子育
ての支援について相互に有機的な連携が図られるよう、保
護者及び地域の子育てを自ら実践する力を高める観点に
立って、次の事項に留意するものとする。
 　　  （1）幼保連携型認定こども園の園児の保護者に対する子育
ての支援
　　　　カ　園児に障害や発達上の課題が見られる場合には、市
町村や関係機関と連携及び協力を図りつつ、保護者に
対する個別の支援を行うよう努めること。
第３章　指導計画作成に当たって配慮すべき事項
　第２　特に配慮すべき事項
　　６　障害のある園児の指導に当たっては、集団の中で生活す
ることを通して全体的な発達を促していくことに配慮し、
適切な環境の下で、障害のある園児が他の園児との生活を
通して共に成長できるよう、特別支援学校などの助言又は
援助を活用しつつ、例えば指導についての計画又は家庭や
医療、福祉などの業務を行う関係機関と連携した支援のた
めの計画を個別に作成することなどにより、個々の園児の
障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工夫を計画
的、組織的に行うこと。
　　７　園児の社会性や豊かな人間性を育むため、地域や幼保連
携型認定こども園の実態等により、特別支援学校などの障
害のある子どもとの活動を共にする機会を積極的に設ける
よう配慮すること。
　　８　健康状態、発達の状況、家庭環境等から特別に配慮を要
する園児について、一人一人の状況を的確に把握し、専門
機関との連携を含め、適切な環境の下で健やかな発達が図
られるよう留意すること。
４．考察
　表１から、新しい各年版で障害に関連する記載が
少しずつ増えていることがわかる。初めて幼稚園教
育要領が策定された昭和31年版には障害に関する記
載は全くなく、障害に関する記載が初めてなされた
昭和39年版幼稚園教育要領でも、昭和40年版保育所
保育指針でも、幼稚園や保育所における具体的な支
援方法につながるような記載ではなかった。
　一方、最新版の平成20年版と平成26年版では、特
別支援教育に関係する新しい体制が幼児期の教育・
保育においても取り入れられていた。例えば、特別
支援学校等の専門機関の助言や指導の活用は、特別
支援学校のセンター的機能や個別の教育支援計画に
関係して、地域の資源を活用した連携ネットワーク
の中での障害幼児の教育・保育が意図されていると
考えられる。現在の幼稚園や保育所の人的資源に
は障害の専門家はほとんどおらず、地域資源の活
用や連携が不可欠であると言える（園山・由岐中，
2000）。
　最新の平成26年版の認定子ども園教育・保育要領
では「特別に配慮を要する園児」という表現が用い
られ、その解説（内閣府・文部科学省・厚生労働省，
2014）では、「こうした園児が集団の中で自己肯定
感を持って楽しんだり，満足感を味わったりできる
ように，他の園児と同じ活動を同じようにすること
のみを願うのではなく，その園児なりに自己発揮し
たり，挑戦したりする気持ちが味わえるような教育・
保育の内容や教材等を工夫したり，環境の構成を考
えたりすることが大切である。」とされ、集団の中
での活動のみではなく、園児一人一人が自己発揮で
きるよう保育内容、教材環境構成の工夫をすること
が強調されている。また平成元年版と平成２年版以
降では、「集団の中での生活」（幼稚園）、「他の子ど
もとの生活を通して」（保育所）が明記され、障害
を有しない幼児の集団の中での生活を通して、一人
一人の幼児の健全な発達が図られることが期待され
ているが、集団の中での個別的配慮や個々の幼児の
自己発揮を促す集団のあり方そのものの工夫が求め
られるようになってきているといえる。このような
考えは、浜谷（2014）の提示した「インクルーシブ
保育（統合・参加型）」の要件「子どもがそれぞれ
の違いが尊重されて協働的に活動している。どの子
どもも相互に関心をもち、肯定的な影響を与えてい
る。どの子どもも自立して創造的に交わっている」
にも近似していると考えられる。
　本論文では「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」
「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」におけ
る障害に関連する記載内容の変遷を考察したが、そ
れぞれの策定・改訂された当時の教育や保育、ある
いは障害者施策に関する国内外の動向と関連づけて
の考察や、それぞれの解説を分析することで、実際
の教育・保育場面での配慮事項をより明確にするこ
－226－ 人間と文化（2017年）
とが期待される。
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も園教育・保育要領の記載を加えている。
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